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中山間地域等直接支払制度では，高齢化に配慮した，より取り組みやすい制度として見
直した上で，第 3期対策 (2010 年度~平成 26 年度)として実施している.これまで，中山
間地域等の傾斜地等が本制度の主な対象となっていたが，離島の平地など，傾斜地以外の
条件不利地は対象となっていない場合が多かったため 戸別所得補償制度の本格実施に当
たり，地域振興 8 法地域内の傾斜地以外の条件不利地が傾斜地並の支援対象となるよう見
直された.このような見直しは，離島の農業振興に良い効果があると期待されるが，この
ような施策の意義や効果を議論する上で必要となる離島の農業振興に関する研究は少ない.
日本は， 6852 の島l填で構成されるが，このうち，本土 5 島(北海道，本州，四国，九州/，
沖縄本島)を除く 6847 が離島であり，住民登録のある離島は 314 島となっている.これら
の離島は，国土や自然環境の保全において重要な役割を持つが，過疎・高齢化が全国平均
や本土の条件不利地域と比較しでも急速に進んでおり その地理的及び自然的特性を生か
した振興は極めて重要な課題となっている(山口 2009) . しかし離島に関する研究は，言
語学，社会学，人類学などの視点から行われる研究は多く存在するが 経済的な振興に着
目した研究は少なく，十分な研究がなされているとは言えない状況である.
そこで本稿では，離島に焦点を当て，離島の農業に関する研究課題を探る出発点として，
耕作放棄地率の変容という視点から GIS 図を概観し五島市を事例とした実態を示す. GIS 
図の作成には 2010 年農林業センサスの農業集落カード(長崎県)に収録されるデータを用
いた.
本稿の構成は以下の通りである.第 2 節では，長崎県の耕作放棄地率の長期変容につい
て， GIS 図を援用しながら離島地域の特色に着目して概観し，第 3 節では，五島市の耕作放
棄地解消状況を整理する.第 4 節では五島市農業委員会の取り組みをまとめ，第 4 節で結
論を述べる.
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2. 長崎県の耕作放棄地率
第 l 図は，分析対象となる長崎県の市町村名を示している.長崎県は離島，半島や中山
間地域を多く有し，狭小な傾斜農地を中心に 5.834 ヘクタール(平成 20 年度)の耕作放棄地
がある.耕作放棄地率は全国でも高く，その解消が喫緊な課題となっている
第 2 図は，農業センサスに基づき，離島振興対策実施地域(濃い灰色)と半島振興対策
実施地域(薄い灰色)を表示している.その他(白)には，離島・半島に分類されない集
落と，耕作放棄地率に関するデータのない集落が含まれる.農業集落カードは，被調査農
家の秘密保護の観点から，農家数が 4 戸カード、や秘匿処置を行った集落についてデータが
収録されていないため，このような集落については離島や半島地域に該当する集落であっ
ても「その{也(白) J となっている.
第 l 園 長崎県の市町村名
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第 2 図離島・半島の地域区分
(第 l 図~第 7 図の出所)農業センサスに基づき筆者作成
第 3"'-'6 図は，それぞれ， 1975, 1990, 2000, 2010 年の耕作放棄地率に関するコロプレス
マップである.集落ごとに色分けされており，灰色が濃いほど高い耕作放棄地率を示して
いる.離島に着目すると， 1975 年(第 3 図)の時点では，他の地域よりも濃い灰色の集落
が特に対馬などで多く観察されるが 1990 年(第 4 図)には離島・その他地域ともに耕作
放棄地率が増加し，差があまりなくなっている.さらに 2000 年(第 5 図) , 2005 年(第 6
図)には，離島以外の地域で耕作放棄地率の高い集落(濃い灰色)が増加していることが
わかる.
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第 6 図 2010 年の耕作放棄地率
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第 7 図 耕作放棄地率の推移
このような長期変容について，離島地域と半島地域，および，県全体の耕作放棄地率の
平均値の推移を見ると， GIS 図から見てとれる傾向と同様の推移を示している(第 7 図) . 
離島地域の平均値は 1990 年頃までは県全体の平均値より耕作放棄地率が高いが，近年は他
の地域よりも耕作放棄地率が低くなっていることがわかる.さらに，長崎県では， 2005 年
から 2010 年にかけて，耕作放棄地率の平均値が減少しているが，離島における減少度合い
が顕著であることが示されている.
このように，長崎県の長期変容からは，離島において早くから耕作放棄地率は高かった
ものの，近年，耕作放棄地の解消に成果を挙げていることがわかる.以下では，このよう
な離島の独自性に着目し，解消の成功要因を探るため，平成 22 年度 (2010 年度)に実施さ
れた第 3 回耕作放棄地発生防止・解消活動表彰事業で農林水産大臣賞を受賞した，五島市
の取り組みについて現地聞き取り調査の結果をまとめる.
3圃五島市における耕作放棄地の解消
1)五島市の概要
五島列島は，九州、|の最西端，長崎港から西に 100km に位置し，大小あわせて 140 あまり
の島々が連なる列島である(第 8 図) .五島の海岸線はリアス式海岸で屈曲に富み，山系は
300""400mの低い山岳地が南北に連なっている.五島市は，五島列島の南西部に位置する
市であり，総面積は 420.85ha，平成 23 年 5 月末日現在の人口は 41 ，782 人となっている(第
1 表) .産業別人口は，最も就業人口の占める割合が多いのは第 3 次産業 (70.7%) であり，
次に第 1 産業 (16.4%) ，第 2 次産業(12.9%) という構成になっている(高篠 2013). 
五島市は，平成 16 年 8 月 1 日「市町村の合併の特例に関する法律」により福江市，富江
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町，玉之浦町，三井楽町，岐宿町，奈留町の 1 市 5 ヵ町が合併して発足した. (第 9 図)合
併後も旧市町村に対応する地区を単位とする住民の帰属意識は強く，各地区の状況は異な
る.例えば，最も人口が多い福江地区(第 1 表)は，港・空港のある五島市の中心部であ
り，行政・商業施設などが集中している.そのため，人口の減少率が低い(平成 17 年から
22 年で 6.7%減)が，中心部から離れるにつれ減少率が大きくなり，中心部から距離が最も
遠い玉之浦では同じ 5 年間で 17.24%も人口が減少している(高篠 2013). 
響般市ら
第 8 図五島市の位置
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第 9 図 五島市の旧市町村
出所)筆者作成(高篠 2013 より再掲) 出所)筆者作成(高篠 2013 より再掲)
第 l 表 地区別の面積と人口
地区 合計 福;工 富江 玉之浦 三井楽 岐宿 奈留
面積 (ha) 420.85 158.45 49.53 68.4 33.84 85.27 25.36 
人口(人) 41782 25058 5301 1655 3136 3746 2886 
注)全世帯数は 20，675.
資料)面積は， 2010 年 10 月 1 日現在、国土地理院及び五島市企画課調べ.
人口は，住民基本台帳(平成 23 年 5 月末日現在) • 
2) 耕作放棄地解消の状況
以下では， 2012 年 5 月に行った現地聞き取り調査に基づき，関連する GIS 図を参照しな
がら，五島市の耕作放棄地の解消状況と農業委員会の取り組みについてまとめる.
第 10 図は， 2010 年の耕作放棄地率(第 6 図)について，五島市の部分を拡大した図であ
り，第 11 図は，同じ年の各集落の総農家数を示している.農業センサスは 5 年ごとに調査
が実施されるため，集落カードで得られるデータの中では直近の耕作放棄地率を示してい
る.五島市農業委員会にて行った調査では，特に 2010 年と 2011 年の耕作放棄地解消の状
況について聞き取りを行った(第 2 表~第 5 表) . 
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第 10 図耕作放棄地率 (2010 年) 第 11 図総農家数 (2010 年)
(第 10 図~第 13 図の出所)農業センサスに基づき筆者作成
第 2 表 地区別にみた放棄地解消面積
福江 富江 玉之浦 ニ井楽 岐宿 奈留 合計
2010 2011 2010 2011 2010 2011 2010 2011 2010 2011 2010 2011 2010 2011 
解消面積 (ha) 39.5 45.8 19.1 17.9 1.7 2.3 24.9 31.9 2.7 6.5 0.6 。。 88.5 104.4 
割合(%) 44.6 43.9 21.6 17.1 1.9 2.2 28.1 30.6 3.1 6.2 0.7 。。 100.0 100.0 
解消後の作目(m2)
水稲 1,121 4,211 896 。 6,228 
麦 8,956 26,709 1,779 7,931 1,779 43,596 
蕎麦 5,591 59 ,758 34,407 9,685 59,758 49,683 
飼料 9,314 22,946 27,499 4,815 17,007 1,951 16,080 67,452 
椿 28,180 56,709 28 ,786 19,153 6,570 3,460 41 ,459 5,339 12,756 17,820 3,445 121 ,196 102,481 
ブロッコリー 106,604 84,742 12 ,869 8,629 2,033 4,362 121 ,506 97,733 
野菜 6,368 6,310 6 ,291 4,002 16,661 6,310 
馬鈴薯 73 ,146 o 73 ,146 
甘薯 5,728 5,728 。
葉タバコ 17,187 17,187 。
高菜 1,847 。 1,847 
放牧 2,108 2,108 。
採草 2,760 2,760 。
基盤整備 66,364 146,440 66,364 146,440 
指導 15,031 31 ,150 9,989 42,143 o 98,313 
農地・水保全 7,563 18 ,200 3,547 393 29,703 。
保全管理 157,838 109,822 61 ,918 27,519 1,236 9,775 176,764 171 ,897 3,145 32,025 2,075 65 402,976 351 ,103 
圃場保全 7,139 2 ,820 3,344 7,587 20,890 。
出所)五島市農業委員会(2012)
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第 2 表は，作目別・地区別にみた耕作放棄地の解消面積を示している. 2010 年の解消面
積は 88.5ヘクタールであり， 2011 年は 104.4ヘクタールを解消している.地区別に解消割
合をみると，福江地区が 4 割以上を占めており，次に三井楽(約 3 割) ，富江(約 2 割) , 
岐宿 (5%前後) ，玉之浦 (2%前後) ，奈留(1%以下) ，という順になっている.この点
について， 2010 年時点における各地区の耕作放棄地率(図 10) を見ると，解消割合の高い
地区(福江，三井楽)はそもそも耕作放棄地率の高い地域(濃い灰色)で、あったことがわ
かる.解消後の作目については，椿やブロッコリーが多い.
第 3 表は， 2010 年(平成 22 年度)および 2011 年(平成 23 年度)の耕作放棄地解消実績
を事業別に示し，第 4 表は，同じ期間の耕作放棄地解消実績を事業別に示している.五島
市では積極的に耕作放棄地解消事業を活用しており，解消面積の半分以上は県や国の事業
を利用している.以下では，聞き取り調査と五島市農業委員会 (2011a) に基づき，各事業
の実施状況を述べる.
長崎県の耕作放棄地解消総合対策事業の有効利用は，解消面積のうち高い割合を占めて
おり， 2010 年で 28.4%， 2011 年で 17.3%を占めている.この事業は，農用地区域外の農地
または復旧作業の経費が 10 アール当たり 6 万円以下の農用地区域内の農地について，地域
の農業者等が復旧作業を行う場合 10 アール当たり 3 万円を助成するもので，重機を用い
て復旧作業を行う場合は， 10 アール当たり 1 万円を， 1 ヘクタール以上を同一の農業者等
が集積する場合は， 10 アール当たり 5 千円を，それぞれ追加で助成する事業である(五島
市農業委員会 201 1) .この項目に関する解消後の作目は，ブロッコリー，蕎麦などの畑作
である.
国の再生利用緊急対策交付金は 市の農林課が所管している.農用地区域内の農地につ
いて，復旧作業の経費が 10 アール当たり 6 万円を超える場合に該当するもので，地域の農
業者等が復旧作業を行う場合，荒廃の程度に応じて， 10 アール当たり 3 万円又は 5 万円を
助成するもので，土づくりの段階で， 10 アール当たり 2 万 5 千円を最大 2 年間，作付段階
で， 10 アール当たり 2 万 5 千円を 1 年間，それぞれに追加で助成するものである.解消後
の作目は，ブロッコリー，飼料，麦などである.
ながさき「食と農」支援事業は市の農林課が所管しており，搾油作物としての椿の植栽
であり， 10 アール当たり 100 本の苗木代を県が 2 分の l を，市が 2 分の l を補助し配布す
る.また，作業賃金として 10 アール当たり 4 万 1 千円を，市の一般財源として補助してい
る.これにより， 2010 年は 9.9 ヘクタール， 2011 年は 10 ヘクタールの耕作放棄地が解消さ
れた.
国産飼料資源活用促進総合対策事業は 通称で「畜産関係放牧事業j と呼ばれており，
生産者団体，放牧集団等が耕作放棄地での肉用牛や，乳用牛の放牧畜産を行うのに必要な
放牧地や放牧施設等の条件整備に対する支援を指す.補助率は，国と県合わせて， 2 分の l
以内となっている. 2010 年には 2 団体で 0.2 ヘクタールの解消を図っているが，これは，
振興局の技術普及課と市農林課が共同で推進し 実を結んだものである.
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第 3 表 事業別にみた放棄地解消面積
合計 田 畑
一一 一一一一一一白並 __(%ì~_____(!I!L___J筆l__~_Lq!) (筆L
2010年度(平成22年度)
耕作放棄地解消総合対策(県) 25.1 28.4 1.951 248句637 149 
再生利用緊急対策(国) 0.9 1.0 。 8.692 3 
食と農支援事業(県単) 9.9 11.2 1,115 98 ,252 69 
国産飼料資源活用促進(国・県) 0.2 0.2 2‘ 108 2 。
経営体育成基盤整備(県) 6.6 7.5 66.364 83 。
自己解消 45.8 51.8 78ヱ 13 87 379.364 184 
合計 88.5 100旦 1~_9~7?1___J7~__ _}~~~4?_ 40~ 
2011年度(平成23年度)
耕作放棄地解消総合対策(県) 18.1 17.3 12.083 7 168.583 68 
再生利用緊急対策(国) 14.9 14.3 2.017 3 147‘401 70 
食と農支援事業(県単) 10 9.6 19,079 20 80 ,921 59 
国産飼料資源活用促進(国・県) 14.6 14.0 142.700 192 3,740 8 
経営体育成基盤整備(県) 。 0.0 。 。
自己解消 46.8 44.8 92 ,1 11 111 375、 697 216 
合計 104.4 100.0 267,990 333 776,342 421 
出所)五島市農業委員会(2012)
第 4 表 事業別・作目別にみた放棄地解消面積
耕総合作放対棄策地(鮒駒間 再対生策利用緊急(国) 事食業と農(県支単援) 国産飼料資源活用 基盤経整営備体育成促進(国・県R5... (県) 自己解消 合計
201 0 20]] 2010 201 1 2010 2011 201 0 201 1 2010 2011 201 0 2011 2010 201 1 
解消面積 (ha) 25.1 18.1 0.9 14.9 9.9 10.0 0.2 14.6 6.6 0.0 45.8 46.8 88.5 104.4 
解消後の作目 (0/0>
水稲 1.4 1.3 0.0 0.6 
麦 0.7 2.3 21.9 0.3 0.2 4.2 
蕎麦 23.8 12.3 15.6 1.5 6.8 4.8 
飼料 6.4 45.1 0.2 0.9 1.8 6.5 
椿 8.4 1∞.0 100.0 0.1 13.7 9.8 
プロツコリー 44.8 43.9 100.0 11.3 0.5 13.7 9.4 
野菜 6.6 2.8 0.9 0.3 1.9 0.6 
馬鈴薯 37.3 3.8 0.0 7.0 
甘薯 2.3 0.0 0.6 0.0 
葉タバコ 6.9 1.9 0.0 
高菜 0.0 0.2 
放牧 100.0 0.6 .0.4 0.2 0.0 
採草 0.3 0.0 
基盤整備 1∞.0 100.0 7.5 14.0 
指導 0.0 9.4 
農地・水保全 ー 6.5 21.0 3.4 0.0 
保全管理 88.1 75.1 45.5 33.6 
圃場保全 ~ 2.A 0Jl 
出所)五島市農業委員会(2012)
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振興局の農村整県営牟田地区経営体育成基盤整備事業を指し，経営体育成基盤整備は，
2010 年度には完成した圃場のうち 6.6 ヘクタールの解消が図られ備課が事業主体であり，
ている.
上述の補助事業等によらないものであり，解消後にブロツコリー・椿を作自己解消は，
圃場整備地区での保全，農地・水・環境保全付したもの及び採草だけを目的としたもの，
向上対策地区での保全を含む.
第 5 表経営体別にみた耕作放棄地解消面積
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第 5 表は， 2010 年(平成 22 年度)および 2011 年(平成 23 年度)の耕作放棄地解消実績
を経営体別に示している.解消面積を経営主体別の割合をみると，認定農業者以外の個人
の割合が最も多く， 500/0を超えている.次に，法人の認定農業者が 2 割強，個人の認定農業
者が 2 割弱を占めている.一経営体当たりの平均解消面積は法人が最も高く 2010 年は約 4.5
ヘクタール， 2011 年は1.6 ヘクタールになっている.個人の認定農業者の解消規模は平均し
て 0.4ヘクタール前後で、あり，認定農業者以外の個人については約 0.2 ヘクタールとなって
いる.
この点について 地区別に経営体の分布状況をみると 福江地区と三井楽地区に認定農
業者数を含む経営体が多い(第 12 図) .また，農業生産法人についても同様の傾向がある
ことがわかる(第 13 図) .第 l 表で確認したように，これらの地域は解消面積が大きく，
解消規模の大きい法人，認定農業者が耕作放棄地解消に重要な役割を果たしたことが示唆
される.
4. 農業委員会の取り組み
1) 耕作放棄地対策協議会の活動
五島市農業委員会は，取り組みの特徴について 耕作放棄地対策協議会の活動を挙げて
いる.五島市では， 2009 年度に，長崎県の出先機関である五島振興局の農林部局が五島市
役所に移転することにより，耕作放棄地対策協議会のワンフロア化が実現した.これを活
かし， 2010 年度から，農業委員会・農林課・振興局農林水産部の農業振興課・技術普及課・
農村整備課の 3 者で連携し，五島市耕作放棄地対策協議会を立ち上げた. 2010 年 1 月に実
施した農家意向アンケート調査を実施し，その結果に基づきマッチングや法人等への働き
かけを行うなど，解消目標の達成に向けた活動方針について協議を行っている.
この協議会では，会議の主催を輪番制にすることにより，会議資料も画一化や会議のマ
ンネリ化を防止するという工夫を行っている.具体的には， 2010 年は，農業委員会主催で
4 月，振興局主催で 6 月，農林課主催で 10 月にといった形で，各機関の各課長・係長・担
当者出席で、会議を行っている(なお， 23 年度から県の機構改革に伴い，今までの農業振興
課が農業企画課に，技術普及課が地域普及課に，それぞれ変更されている. ) 
2) 農地利用状況調査
農地を保全する上で，最も基礎的かっ重要なデータ収集業務が農地利用状況調査で、あ
り，五島市農業委員会では，農地利用状況調査とその結果に基づく指導を着実に実施して
いる(五島市農業委員会 2011a) . 2008 年度は，約 2，200 ヘクタールの面積(約 26，000 筆)
を調査し， 832 ヘクタール(約 8.300 筆)を耕作放棄地と判定した.これに対して， 2009 年
度は，約1.8 倍に相当する約 4，000 ヘクタール(約 34.000 筆)を調査し. 810 ヘクタール(約
8，600 筆)が耕作放棄地と判定し， 22 ヘクタールの減で、あった.
2010 年度について詳細を述べると，長崎県農業会議及び県下農業委員会主催で， 9 月 2
ηム円。
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日に諌早市で開催した「緑の農地再生と農地の活用強化に向けた県民大会J への参加を経
て，農業委員が 9 月から 10 月にかけての 2 ヵ月間で農地利用状況調査を実施し，事務局職
員によるデータの打ち込みに 11 月までを要している.調査面積は，約 62，000 筆で約 7，200
ヘクタールであり，これは五島市管内農地の約 86%に相当する.この調査対象農地を 37 名
の農業委員で受け持ち，延べ約 800 時間にわたる調査を実施した.一人平均当たり平均で
は，約 1 ，700 筆，約 200 ヘクタール，約 22 時間となり，かなりな労力を農業委員が負担す
ることとなる.この調査により，耕作放棄地と判定したのは第 6 表の通りである.人力・
農業用機械で草刈り・耕起・抜根・整地を行うことにより、直ちに耕作することが可能な
土地(緑)が 410 ヘクタール，人力・農業用機械では無理だが基盤整備を実施すれば農業
利用可能な土地(黄)が 497 ヘクタールで、あり，合計約 9.700 筆で 907 ヘクタールで、あった.
2009 年に対し約1.8 倍の調査面積にもかかわらず，耕作放棄地の増加率は約1.1 倍にとど
まっているが，これは拡大調査部分が耕作地が大部分を占めたことと これまでの事
業による解消及び自己解消に起因する.
第 6 表 農地利用状況調査(耕作放棄地全体調査)
種別 2009年産 2010年墨
1 (緑) 筆数(筆) 3647 4057 面積 (ha) 378.4 410.1 
2 (黄) 筆数(筆) 4960 5688 面積~ 432.4 496.9 
計 筆数(筆) 8607 9745 面積 (ha) 810.8 907 
出所)五島市農業委員会(2011b)
注)緑:人力・農業用機械で草刈り・耕起・抜根・整地を
行うことにより、直ちに耕作することが可能な土地.
3) 農業委員会の指導
黄:人力・農業用機械では無理だが基盤整備を実施すれば
農業利用可能な土地.
農業委員会の指導については， 2010 年度の場合，意向の確認を行った農家戸数は 397 戸
(書面による確認が 88 戸，口頭による確認が 309 戸)であり，その耕作放棄地の面積は 92.4
ヘクタールで、あった.意向確認の結果は 5 種類に分類でき，①自らが耕作する (20.8 ヘク
ターノレ) ，②売りたい (2.2 ヘクターノレ) ，③貸したい (25.6 ヘクターノレ) ，④荒れていな
かった，耕作地で、あった (36.1 ヘクターノレ) ，⑤回答なし (7.7 ヘクタール)となっていた.
このうち，指導した件数は， 59 件 12.9 ヘクタールで，その結果，所有者自らが耕作するも
のが 9.3ヘクタール，利用権設定など行って耕作してもらうものが 3.6 ヘクタールであり，
23 年度中の解消の成果として現れてくるものである.
聞き取りによれば，この意向確認と指導が重要なポイントであり，農業委員が直接訪問
し，指導することにより，農地の所有者は農地に対する責任と自覚が出てくる.農業委員
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の地道な訪問がこのような意識変化を促し，耕作放棄地の解消につながる.また，耕作放
棄地解消対策のために重要な点として，状況をすぐ答えられるよう，日頃から数値の管理
を行うこと，誰が何を作るために解消するのかを把握しておくこと，および，助成金等に
より農家の負担を軽減するため，できるだけ，事業活用の提案をしていくことを挙げてい
る.
5. 結論
本稿では，離島の農業について，耕作放棄地率の変容という視点から農業集落カードに
基づいて GIS 図を概観し，五島市を事例とした実態を整理した.
離島の耕作放棄地率の変容について，長期的には， 1975 年'"" 1990 年は県全体の平均値よ
り耕作放棄地率が高いが， 1990 年頃を境として離島は他の地域よりも耕作放棄地率が低く
なっていることが示された.このような離島の独自性について，第 3 回耕作放棄地発生防
止・解消活動表彰事業で農林水産大臣賞を受賞した，五島市の取り組みについて現地聞き
取り調査を行った.
五島市の耕作放棄地解消状況からは，地区別に解消状況はさまざまであり，解消割合の
高い地区(福江，三井楽)はそもそも耕作放棄地率の高い地域で、あったことがわかった.
また，放棄地解消面積の半分以上を占める，県や国の補助事業の活用状況について実態を
示した.経営主体については，一経営体当たりの平均解消規模の比較と各経営主体の分布
状況より，農業生産法人，認定農業者が福江地区，三井楽地区での耕作放棄地解消に重要
な役割を果たしたことが示唆された.このような解消実績を実現した五島市農業委員会の
取り組みについては，①耕作放棄地対策協議会の活動，②農地利用状況調査とその結果に
基づく指導を整理した.
本稿は，長期変容という視点から離島の特徴を示し，五島市を事例とした実態について
基礎的な資料を整理したものである，中山間地域等直接支払制度の見直しなど，各種振興
施策が離島の農業振興にどのような効果があると期待されるか，その意義や効果を議論す
るには至っていない.この点については今後の研究課題としたい.
付記
本研究に関する現地調査では，五島市役所の職員の皆様を始めとして，五島市の多くの
方々に厚くご協力いただきました.心より感謝申し上げます.ありがとうございました.
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